
平成２０年３月１３日 

医薬品医療機器総合機構 

 

広報業務改革の実施について 

 

１．趣旨 

 

国民フォーラムの実施を含む機構全体の広報業務については、昨年度の独立行政法

人評価委員会における評価や運営評議会における各委員からの意見等（別紙参照）に

おいて必ずしも高い評価が得られておらず、国民における機構業務の認知度を高める

ためにも、その改善が必要な状況にある。 

 

このため、次期中期計画期間（平成２１年度～平成２５年度）中における機構全体

の広報を国民のニーズも勘案しつつ体系的に進める観点から、国際的な視点も織り込

んだ上で、当該期間を対象とした実効性を有する「総合機構広報戦略（仮称）」を策定

し、当該戦略に沿った能動的な情報発信を推進することにより、国民に対するサービ

スの向上を図っていく。 

 

２．検討課題 

 

「総合機構広報戦略（仮称）」を策定するために抽出される課題全般（国民フォーラ

ムの実施を含む次期中期計画期間中における機構全体の広報に関する課題全般）とす

る。 

 

ただし、健康被害救済業務及び安全対策業務に関する広報については、これまで実

施してきたものについて今後も実施していくことを基本としつつ、次期中期計画期間

中におけるそれらの方向性について検討課題とする。 

 

３．検討方針 

 

運営評議会及び業務委員会委員から意見聴取を行いつつ、広報の専門家を交えて検

討を行い、本年６月開催予定の運営評議会及び業務委員会における総括的な議論・検

討を経た上で、来年度第２四半期（平成２０年７月～９月）中に「総合機構広報戦略

（仮称）」の策定を行う。   

 

資料８



TOK-TK1554-20060512ＰＭＤＡの一般国民等への認知の現状

出典 厚生労働省独法評価委員会（医療・福祉部会関係） 平成１８年度の業務実績の評価結果について

１８年度、１９年度国民フォーラムアンケート結果

運営評議会議事録（１９年度第２回、第３回）

フォーラムに参加する前
から機構を知っていた
か？という質問に対し、
知らなかったと回答した
人数の有効回答数に占
める割合
（東京３２．７７％、大阪
４５．３６％）

国民のニーズを把握してい
ない

-

・業者の選定が悪い
・国民に何を伝えたい
のかがいまいちわか
らない
・一般的な関心のある
ものを俎上に上げな
いと参加意欲がわか
ない

国民
フォーラ
ム（アン
ケートに
関して
はファク
トのみ
記載）

－

・機構側からの能動的な情
報発信は少ない
・一般国民へ周知されてい
ない

評定Ｂ（自己評定Ａ）

・一般消費者に段階
的に周知させる方法
を考える必要がある
・ターゲットを絞って
やっていかないと失敗
する
・機構の広報が進んで
いないと感じる

国民に
対する
サービ
ス（機構
の広報）

委員のコメント評価結果

国民フォーラムアンケー
ト

独法評価委員会
運営評議会委員意見

（別紙）


